
奥尻町
高齢者保健福祉計画・
第９期介護保険事業計画
【令和６（2024）年度～令和８（2026）年度】

【概要版】

１　計画策定の趣旨
本町の状況をみると、高齢者人口はゆるやかに減少しており、令和５年８月１日現在、
65歳以上の高齢者は 969人で高齢化率は 41.9％となっています。
今後も一定のニーズが見込まれる介護保険サービスの確保、また、住民一人ひとりの暮
らしと生きがい、地域をともに創っていく“地域共生社会”の実現を念頭に地域包括ケア
システムの深化を目指した施策が重要となります。
こうした状況を踏まえ、これまでの課題の改善や多様化する高齢者のニーズへの対応等
を実現するため、本町では、今後３年間の介護保険事業及び高齢者保健福祉施策を円滑に
施行するため、現行の計画の見直しを行い、高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計
画を策定することとしました。

２　計画の根拠法
高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 20条の８第１項の規定に基づく「市町村老人福
祉計画」、介護保険事業計画は、介護保険法第 117条第１項の規定に基づく「市町村介護
保険事業計画」として位置付けられます。
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３　計画の位置付け
この計画は、全ての高齢者を対象とした保健・福祉に関する総合的な計画である「高齢
者保健福祉計画」と、介護保険制度における介護給付、予防給付、地域支援事業に係る事
業計画である「介護保険事業計画」を一体の計画として「高齢者保健福祉計画・第９期介
護保険事業計画」を策定します。高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、
高齢者福祉施策と介護保険施策を総合的に推進していくこととします。

４　他の計画との関係
この計画は、奥尻町まちづくりの基本構想及びこれに基づく基本計画を定めた「第６次
奥尻町総合発展計画」の高齢者福祉分野の個別計画として整合調和を図ります。
また、本計画の策定にあたっては高齢者の生きがい対策、高齢者にやさしい生活環境、
利用しやすい交通機関等様々な地域計画・まちづくり施策との連携が必要となることから、
こうした各種計画との整合性を図りながら推進していきます。

５　計画期間
９期の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。

第８期計画
令和３～５年度

第 10期計画
令和9～ 11年度

▲
団塊世代が75歳以上に

令和７年（2025年）

【本計画】
第９期計画
令和6～ 8年度

〈2030年、2040年までの見通し〉

令和 22年（2040年）

▲
団塊ジュニアが
65歳以上に

・・・
第 14期計画
令和21～ 23年度

６　計画策定
この計画の策定にあたって、住民を代表する被保険者、保健・福祉・学識経験者等によ
る「高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定推進委員会」を組織するとともに、行政の介
護・保健・医療・福祉の担当及びその他の関係各課等と密接な連携を図りました。
また、住民に対する広報活動や各種イベントを通じ、介護保険制度の趣旨の普及、啓発
を行うとともに情報収集を図り、広く住民意見を反映するよう努めました。
さらに、計画の課題やニーズを把握するため、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び
在宅介護実態調査を実施しました。
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７　高齢者・介護保険事業を取り巻く現状
（１）総人口の推移

総人口は減少する見込みです。

総人口の推移

令和３年

0～14歳

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0.0

10.0

20.0

30.0

50.0

40.0

（人）

実績値 推計値

（％）

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和 12年 令和 22年

165 152 144 138 136 136 128 158

1,292

998

2,455

40.7

1,244

2,387

991

41.5

1,197

969

2,310

41.9

962

2,275

1,175

42.3

1,164

944

2,244

42.1

1,141

930

2,207

42.1

1,113

844

2,085

40.5

996

636

1,790

35.5

15～64歳 65歳以上 高齢化率

※実績値：住民基本台帳（各年８月１日現在）、推計値：コーホート変化率法による推計値
※（　）内は総人口に占める割合

（２）被保険者数の推移
第１号被保険者数及び第２号被保険者数ともに、減少傾向となる見込みです。

被保険者数の推移

令和３年

第２号被保険者（40～64歳）
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※実績値：住民基本台帳（各年 10 月１日現在）、推計値：コーホート変化率法による推計値
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（３）要介護認定者の推移
要介護認定者数は令和６（2024）年度から令和８（2026）年度まで、横ばいと
予想されます。

要介護認定者数の推移
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

出典：地域包括ケア「見える化」システム

８　基本方針と基本目標
（１）基本方針

地域で、高齢者の誰もがいつまでも健康に暮らし、一人ひとりが生きがいをもって、
いきいきと生活できるよう、地域社会とのふれあいを深め、お互いに助け合い、支え
合う、「地域共生社会」の実現を目指します。

（２）基本目標
①地域包括ケアの深化・推進

高齢者が生活をする日常生活圏域の居住空間、公共施設、交通手段などの社会資
本の集積的な整備や高齢者が必要なサービスを円滑に利用できる環境整備を推進し
ます。
見守り等の強化や高齢者のニーズに応じた総合的で、きめ細やかなサービスが提
供できるよう最善を尽くし地域ケアの実現を目指します。
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②介護保険サービスの安定的な提供
高齢者が安心して、できる限り長く住み慣れた地域で生活していくため、居宅サ
ービスと施設サービスを、住民ニーズや地域バランスに配慮した計画的な介護サー
ビス基盤を整備します。
また、介護サービスに携わる人材の確保及び資質向上、住民への情報提供、介護
保険サービスの信頼性を高めるために、介護給付適正化にも取り組みます。

③健康づくりと介護予防の推進
高齢者が要介護状態になったり、要介護状態が悪化したりしないようにするため
に「介護予防・疾病予防」の取組への推進を図ります。
「介護予防・疾病予防」に係る関係機関が連携し、利用者の立場に立った総合的
な「介護予防・疾病予防」施策を推進します。

④認知症高齢者支援対策の推進
増加が見込まれる認知症高齢者について、高齢者が尊厳を保ちながら穏やかな生
活を送ることができ、家族も安心して社会生活を営むことができるよう取り組みま
す。

⑤生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加
多様な生活支援サービスが利用できるような地域づくりを町が支援することにつ
いて、制度的な位置付けの強化を図ります。高齢者の介護予防が求められています
が、社会参加や社会的役割を持つことが介護予防につながっています。

⑥在宅医療・介護連携事業の推進
医師、薬剤師、看護職員、介護支援専門員などの多職種が協働し、地域において
包括的かつ継続的に在宅介護（療養）を供給できる体制を構築するための事業を実
施します。

⑦介護保険サービスの質の確保・向上と適正・円滑な運営
高齢者は要支援・要介護の状態になっても、できる限り、住み慣れた地域、自宅
での生活を続けることができ、また、要支援・要介護の状態になった時にも、安心
して必要なサービスが受けられるよう、介護保険制度を基軸に高齢者福祉事業や障
害者施策等を含めて地域リハビリテーションより一層の地域ケア体制等の充実を図
る施策を推進します。
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９　基本目標と施策体系
基本目標 施策体系

１　地域包括ケアの
　　深化・推進

（１）地域包括支援センターの運営
（２）地域ケア会議の推進
（３）高齢者虐待の防止
（４）地域共生社会の実現に向けた取組
（５）安全で安心のまちづくりの推進
（６）防犯体制の整備事業
（７）災害に対する備え
（８）感染症に対する備え

２　介護保険サービスの
　　安定的な提供

（１）居宅サービス基盤
（２）施設サービス基盤
（３）介護・福祉人材の確保への支援
（４）介護サービスの質の向上
（５）介護保険サービスの情報提供
（６）介護給付適正化の推進

３　健康づくりと介護予防の
推進

（１）健康づくりの推進
（２）介護予防の総合的な推進

４　認知症高齢者支援対策の
推進

（１）認知症の予防に向けた取組の支援強化
（２）認知症の早期発見・早期対応に向けた取組
（３）認知症に対する啓発活動
（４）認知症初期集中支援推進事業の推進
（５）認知症地域支援・ケア向上事業の推進
（６）認知症に関する相談窓口の充実強化
（７）認知症の方とその家族の支援
（８）権利擁護事業の推進
（９）成年後見制度の活用促進

５　生活支援サービスの充実
と高齢者の社会参加

（１）生活支援体制整備事業の推進
（２）地域の相談窓口の周知と機能強化
（３）在宅支援サービスの充実
（４）高齢者の社会参加の促進

６　在宅医療・介護連携事業
の推進

① 地域の医療・介護資源の把握
② 在宅医療・介護連携の課題の抽出
③ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
④ 在宅医療・介護連携に関する相談支援
⑤ 地域住民への普及啓発
⑥ 医療・介護関係者の情報共有の支援
⑦ 医療・介護関係者の研修

７　介護保険サービスの質の
確保・向上と適正・円滑
な運営

（１）2040 年を見据えた介護基盤整備
（２）介護保険サービスの質の向上と適正利用の推進
（３）PDCA サイクルに沿った推進の推進
（４）保険者機能強化推進交付金等の活用
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10　サービス給付費の見込み
（１）標準給付費の見込み

サービス別に推計された総給付費に加え、特定入所者介護サービス費等給付額など
保険料給付に必要な費用を推計し、標準給付費見込額を計算した結果は以下のとおり
です。

（単位：千円）

第９期
第９期
合計

令和
22 年度

（2040）
令和

６年度
（2024）

令和
７年度

（2025）

令和
８年度

（2026）
①標準給付費見込額 204,368 204,863 201,364 610,595 175,255

総給付費 178,543 178,863 175,791 533,197 153,985

特定入所者介護サービス費等給付額 18,681 18,807 18,499 55,987 15,384

高額介護サービス費等給付額 6,536 6,581 6,473 19,589 5,378

高額医療合算介護サービス費等給付額 412 415 408 1,235 344

算定対象審査支払手数料 196 197 194 588 164

②地域支援事業費見込額 37,531 37,531 37,531 112,593 32,854

介護予防・日常生活支援総合事業費 4,759 4,759 4,759 14,277 3,649

包括的支援事業・任意事業費 32,772 32,772 32,772 98,316 29,205

③事業費合計（①＋②） 241,899 242,394 238,895 723,188 208,109

④第１号被保険者負担割合 23.00% 23.00% 23.00% 23.00% 26.0%

⑤第１号被保険者負担相当額（③×④） 55,637 55,751 54,946 166,333 54,108

⑥調整交付金相当額 10,456 10,481 10,306 31,244 8,945

⑦調整交付金見込額 18,131 17,692 16,696 52,519 18,570

⑧準備基金取崩額 11,400 0

⑨財政安定化基金拠出金見込額 0 0

⑩保険料収納必要額（⑤＋⑥－⑦－⑧＋⑨） 133,658 44,484
※端数処理により合計が合わない場合があります。

（２）保険料基準額の算定
保険料収納必要額と予定保険料収納率及び補正後第１号被保険者数により、介護保
険料（月額）の基準額は 4,500 円となります。

令和６～８年度 [ 第９期 ]
（2024 ～ 2026 年度）

令和 22 年度 [ 第 14 期 ]
（2040 年度）

①保険料収納必要額 133,658 千円 44,484 千円
②予定保険料収納率 98.0％ 98.0％
③補正後第１号被保険者数 2,525 人 565 人
④保険料基準額（月額） （①÷②÷③÷ 12） 4,500 円 6,696 円



（３）所得段階別保険料
第９期計画期間の所得段階別の負担割合及び介護保険料を以下のとおり設定します。

保険料
段階 対象者の要件

基準額に
対する
割合

介護保険料（円）

年額 月額

第１段階
○生活保護受給者
○世帯全員が町民税非課税の老齢福祉年金受給者
○世帯全員が町民税非課税かつ本人の合計所得＋

課税年金収入が 80 万円以下

0.285
（0.455）

15,300
（24,500）

1,275
（2,041）

第２段階 ○世帯全員が町民税非課税かつ本人の合計所得＋
課税年金収入が 80 万円を超え 120 万円以下

0.485
（0.685）

26,100
（36,900）

2,175
（3,075）

第３段階 ○世帯全員が町民税非課税かつ本人の合計所得＋
課税年金収入が 120 万円を超える

0.685
（0.69）

36,900
（37,200）

3,075
（3,100）

第４段階 ○本人が町民税非課税（世帯員課税）かつ本人の
合計所得＋課税年金収入が 80 万円以下 0.9 48,600 4,050

第５段階 ○本人が町民税非課税（世帯員課税）かつ本人の
合計所得＋課税年金収入が 80 万円を超える 1.0 54,000 4,500

第６段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
120 万円未満 1.2 64,800 5,400

第７段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
120 万円以上 210 万円未満 1.3 70,200 5,850

第８段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
210 万円以上 320 万円未満 1.5 81,000 6,750

第９段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
320 万円以上 420 万円未満 1.7 91,800 7,650

第 10 段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
420 万円以上 520 万円未満 1.9 102,600 8,550

第 11 段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
520 万円以上 620 万円未満 2.1 113,400 9,450

第 12 段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
620 万円以上 720 万円未満 2.3 124,200 10,350

第 13 段階 ○本人が町民税課税かつ本人の前年合計所得が
720 万円以上 2.4 129,600 10,800

※カッコ内は公費による保険料負担軽減前の値

奥尻町高齢者保健福祉計画・
第９期介護保険事業計画【概要版】
令和６（2024）年度～令和８（2026）年度
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